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はじめに 
 

大阪府では、大都市圏の総合的な魅力に基づく企業立地の促進を図り、もって中小企業の振興

をはじめとする地域経済の振興と府民生活の向上に資することを目的に、企業立地促進条例（平

成 19年３月 16日大阪府条例第８号）を制定しました。 

この条例に基づき、企業立地の促進に努めてきた結果、企業の投資や外資系企業の進出など、

その成果が現れています。 

平成 28 年度における府内企業（製造業）の設備投資は回復傾向にあり、工場立地件数が増加

するとともに、産業集積促進地域においても再投資する企業が前年度に比べ増加しました。また、

外資系企業の大阪への進出も堅調を維持しています。 

このたび、平成 28 年度における企業立地の状況及び府が講じた企業立地の促進に関する施策

について、同条例第６条の規定によりその概要をとりまとめましたので公表します。 
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１ 企業立地の状況について 
（１）平成 28年度の概況 

経済産業省が行った工場立地動向調査によると、平成 28年の大阪府における工場立地件数は 15件（工場（研究所含む）を建設する目

的をもって、1,000㎡以上の用地を取得した件数）となり、敷地面積とともに前年よりも増加した。その要因として、岬町の多奈川地区

多目的公園（事業活動ゾーン）や岸和田市のちきりアイランドにおいて比較的大規模な工場用地が公募されたことが考えられる。 

大阪府北部地域では、北大阪健康医療都市（健都）内の健都イノベーションパーク（全体面積約 4ha）に 1 社目の進出事業者として、

ニプロ株式会社（本社：大阪市北区）が優先交渉権者※として選定された。同区域では、今後も医療・健康関連企業の進出が期待される。

また、大阪府南部地域では、多奈川地区多目的公園（事業活動ゾーン）に新たに 2社の進出（約 5ha）が決定し、同区域における企業立

地が完了した。ちきりアイランド（第 2期製造業用地）においては、公募された 5区画約 3.4haに 3社の進出が決定した。 

このように、公募された産業用地は順調に立地事業者が決定していることから、企業のニーズはあると考えられるが、府内の産業用地

は不足しており、大阪府としては、市街化調整区域の活用等、市町村と連携してそのニーズに合った産業用地の創出に取り組んでいく。 

 
大阪府では、平成 28 年度より、大阪府特区税制を継続強化した大阪府成長特区税制をスタートし、28年 7月には、吹田市及び摂津市

からの申請を受け、北大阪健康医療都市（健都）を本制度の対象区域（成長特区）として指定した。引き続き、大阪・関西が強みを持つ

ライフサエンスと新エネルギー分野のイノベーション創出により、大阪経済の更なる発展につなげていく。また、本制度の成長産業事業

計画として初めて、富山産業株式会社の溶出試験の開発及び試験機器の研究開発を認定した。 

  特区のプロモーション活動としては、「大阪立地プロモーションセミナー」を東京（大阪市と共催）と大阪で開催し、大阪の投資魅力

を発信した。 

 
外資系企業誘致については、大阪外国企業誘致センター（O-BIC）を中心に、国内外でのプロモーション活動や進出意欲の高い企業へ

のきめ細かいサービス提供等の誘致活動を展開した。この結果、平成 28年度の誘致件数は 38件と 26年度から 3年連続で高水準を維持

しており、アジアからの進出がうち 36件を占め、顕著となっている。業種別では、日本市場への輸入販売、日本製品の輸出等の貿易業

とサービス業で全体の 8割以上を占めたほか、「Made in Japan」製品の製造をめざし、中国や韓国企業が研究開発や製造拠点を設置する

動きも見られた。 

 
大阪府の補助金交付決定件数は、府内投資促進補助金が 12 件（前年度 7件）、外資系企業等進出促進補助金が 1 件（前年度 0 件）と

なった。具体的には、産業集積促進地域における工場等に対する補助が 8件（岸和田市 3件、枚方市 1件、八尾市 1件、東大阪市 1件、

岬町 2件）、法人税相当額に対する補助が 4件、旅行業関連の外資系企業の本店設置が 1件（大阪市）であった。 

 
※最終的な売買契約までに、ニプロ株式会社と吹田市との間で今後調整を進めていくこととなっている。 
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（２）大阪府の工場立地の動向 

 

経済産業省が毎年実施する工場立地動向調査によると、平成 28年の大阪府の工場立地件数は 15件で、前年（9件）から増加した。研究

所の立地はなく、前年（１件）から減少した。また、工場立地面積については 11haで、前年（5ha）に比べ 6ha（67％）の増加となった。 

立地案件の内容を見ると、1件当たりの平均敷地面積は 7.0千㎡と、前年同期（5.0千㎡）と比較してやや大きくなった。これは、岬町

多奈川地区多目的公園（事業活動ゾーン）や、ちきりアイランドにおいて比較的大規模な工場用地が公募されたためである。府内における

大規模な工場用地が少なくなる中、新たな用地の創出は企業の投資に結び付くものと考えられる。 

 

                  

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※経済産業省が実施する工場立地動向調査（毎年 1月 1日～12月 31日の暦年）による。（直近年は速報値） 

対象は、製造業、電気・ガス・熱供給業のための工場（研究所含む）建設目的で取得（借地を含む）された 1,000㎡以上の用地。 

近畿は、福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の 2府 5県を指す。 

              平成 27年 3月の工場立地法検討小委員会の審議を踏まえ、平成 27年調査から対象となる工場のうち太陽光発電所が調査対象外となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
平成 26年(1～12月) 平成 27年(1～12月) 平成 28年(1～12月) 

 
増減 増減率   増減 増減率   増減 増減率 

大阪府 
件数 15 0 0% 9 ▲6 ▲40% 15 +6 +66.7% 

面積 13ha ▲17ha ▲56.7% 5ha ▲8ha ▲61.5% 11ha +6ha +120% 

近畿 
件数 237 +37 +18.2% 184 ▲53 ▲22.4% 161 ▲23 ▲12.3% 

面積 417ha +8ha +1.9% 165ha ▲252ha ▲60.4% 186ha +21ha +12.5% 

全国 
件数 2,470 +618 +33.0% 1,070 ▲1,400 ▲56.7% 1,028 ▲42 ▲3.9% 

面積 7,095ha ▲432ha ▲5.7% 1,208ha ▲5,887ha ▲83.0% 1,298ha +90ha +7.5% 
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◎大阪府内及び近畿、全国の工場立地動向 

 
(参考）近畿の工場立地動向                    （参考）全国の工場立地動向 

 
 

※工場立地動向調査近畿経済産業局公表資料から抜粋         

※平成 27年調査から対象となる工場のうち太陽光発電所が調査対象外 

 

 

 ３ 

  件数   面積 



２ 府が講じた企業立地の促進に関する施策について(平成 28年度) 
 

（１）企業立地促進補助金の交付決定及び交付の実績 

地域経済の振興と府民生活の向上を図る目的で制定した「大阪府企業立地促進条例」に基づき、補助対象地域において工場又は研

究開発施設等を設置する企業に対して、企業立地促進補助金を交付した。 

 

企業立地促進補助金の交付については、28年度において 13件 2億 2,371万 9千円の新規交付決定を行った。そのうち、産業集積

促進地域における工場等に対する補助での交付決定は 8件 2億 1,149万 2千円であり、前年度の交付決定 7件に比べ 1件増加した。

また、外資系企業等に対する補助については、1件 766 万円、法人事業税相当額に対する補助については、4件 456 万 7 千円の交付

決定となった。 

なお、28年度における補助金交付額は、継続交付分や法人事業税相当額に対する補助分も含めて 17件 10億 6,671万 1千円となっ

た。 

 

 

①  先端産業補助金（平成 24年度をもって新規申請の受付終了） 
 

◎平成 28年度補助金交付実績（平成 24年度以前の交付決定企業分）：   ２件   ９億３,２００万円 

 
〔制度の概要〕 

補助対象者 補助対象地域 補助対象経費及び補助率 補助限度額 

補助対象地域において、バイオ･ライフ

サイエンス、ロボット、情報家電、新

エネルギー等の分野で先端的な事業を

行う企業 

りんくうタウン、阪南スカイタウン、彩都

ライフサイエンスパーク、ちきりアイラン

ド(阪南２区)、住之江区平林北地区 

① 家屋及び償却資産の取得に係る経費 

補助率 5％ 

② 家屋に対する賃料(当初 2年間。彩都ラ 

イフサイエンスパークのみ) 

補助率 50％ 

150億円 

(１補助対象 

地域当たり) 
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② 府内投資促進補助金 
 

a. 産業集積促進地域における工場等に対するもの 
 
◎平成 28年度補助金新規交付決定：   １２件   ２億１,６０５万９千円 
 

交付先企業 業種 立地場所 補助対象経費 交付決定額 

（投資に対する補助） 

株式会社利晃製作所 業務用空調冷熱機器の配管加工 岸和田市 5億 3,364万円 3,000万円 

株式会社ユウカ チョコレート菓子等の製造 八尾市 5億 8,000万円   3,000万円 

大喜工業株式会社 建設機械部品等の製造 岸和田市 4億 5,000万円 3,000万円 

株式会社マエキン アルミ製溶接構造物等の製造 岬町 3億 1,545万円 3,000万円 

株式会社コーヨークリエイト 建設用構造物の製造 岬町 4億 5,888万円   3,000万円 

株式会社樂 
有限会社コウシン設備 

空調・排煙設備のダクトの製造 岸和田市  1億 4,680万円 1,468万円 

株式会社ナニワ炉機研究所 
バイオマスコークス製造装置及びキュ
ポラ用熱交換装置等の製造 

東大阪市 1億 6,812万円 1,681万 2千円         

日本ワツクス株式会社 天然ワックスの製造 枚方市 3億 2,800万円 3,000万円 

（法人事業税相当額に対する補助） 

株式会社青木松風庵 菓子の製造 岬町 1,728,695円 864,000円 

株式会社荒木製作所 プラスチック成形加工 枚方市 6,295,400円 3,147,000円 

株式会社第一電熱 特殊乾燥システムの製造 和泉市 904,100円 452,000円 

村瀬炉工業株式会社 工業用炉・環境設備等の製造 田尻町 209,000円 104,000円 

 
 
◎平成 28年度補助金交付実績：   １４件   １億２,８０１万６千円 
 
〔制度の概要〕 

補助対象者 補助対象地域 補助対象経費及び補助率 補助限度額 

補助対象地域で工場又は研究
開発施設の新築・増改築を行う
企業 

産業集積促進地域 
（別表参照） 

① 投資に対する補助 
家屋及び償却資産の取得に係る経費 
補助率 5％又は 10％ 

② 法人事業税相当額に対する補助 
操業開始年度の翌年度及び翌々年度の事業活動に賦
課される法人事業税相当額 
補助率 50％ 

① 3千万円 
② 2千万円 

 

５ 



b. 先端産業の研究開発施設に対するもの 
 
◎平成 28年度補助金新規交付決定：   ０件  ０万円 
 
 
◎平成 28年度補助金交付実績：   １件    ６６９ 万５千円 

 

〔制度の概要〕 

補助対象者 補助対象地域 補助対象経費及び補助率 補助限度額 

ﾊﾞｲｵ･ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ、ﾛﾎﾞｯﾄ、情報家
電、新ｴﾈﾙｷﾞｰ等の分野のうち、
先端的な研究開発施設の新築、
増改築を行う企業 

中小企業新事業活動促進法に基
づく「高度技術産学連携地域」
及び研究開発施設の投資促進を
奨励する基本方針を有するもの
として知事の定める市町村 

① 投資に対する補助 
家屋及び償却資産の取得に係る経費 
補助率 5％又は 10％ 

② 法人事業税相当額に対する補助 
操業開始年度の翌年度及び翌々年度の事業活動に賦
課される法人事業税相当額 
補助率 50％ 

① 3千万円 
② 2千万円 

 
 
③ 外資系企業等進出促進補助金 

 

◎平成 28年度補助金新規交付決定：   １件    ７６６万円 

 

交付先企業 業種 立地場所 補助対象経費 交付決定額 

株式会社 Ctrip International 
Travel Japan 

訪日外国人向け旅行サイトの運営を主とす
る旅行業 

大阪市中央区 2,298万 2千円 766万円 

 

 

◎平成 28年度補助金交付実績:  ０ 件  ０万円 
〔制度の概要〕 

補助対象者 補助対象地域 補助対象経費及び補助率 補助限度額 

本社もしくはアジア拠点等を設置し

て大阪府内に進出する外資系企業等 

大阪府内 ① 家屋取得の場合 

家屋及び償却資産の取得に係る経費 

補助率 5％ 

② 家屋賃借の場合 

家屋賃料等の 1／3（要件達成後 2年間) 

① 1億円 

② 6千万円 

ただし、雇用人

数により限度額

が異なる 

 

６ 



（２）外資系企業の進出支援 
 

 大阪府では、大阪市・大阪商工会議所と連携し、平成 13年 4月に共同で設立した大阪外国企業誘致センター（O-BIC）の運営を通

して、大阪への進出を希望する外国企業等へのワンストップサービスを展開している。 

28年度は、O-BIC外資系企業進出支援事業*1について 24件の利用があったほか、大阪ビジネス交流クラブ*2を 2回実施するなど、進

出支援や既に進出した企業の支援を行った。また、O-BICの招聘事業については、進出熟度の高い中国企業 1社、英国企業 2社、米国

企業 3社、カナダ企業 3社を大阪へ招聘し、在阪企業との商談の場を設けた。このほか、海外でのプロモーション活動では、オースト

ラリアで開催されたライフサイエンス分野の国際見本市「International BioFest 2016」へ参加し、大阪のビジネスポテンシャルの紹

介、外資系企業との個別面談を行うなどした。 

また、中国、台湾、韓国、ベトナム、ミャンマー、フィリピン、インド、英国でも、現地企業や政府系機関に向けて大阪の投資環境

等について情報発信、意見交換を行った。 

これらの活動の結果として、28 年度の実績は 38 件と 26 年度から 3 年連続で高水準を維持している。国・地域別件数では、欧州か

らの 2件を除く 36件がアジアからの進出となった。産業別では、貿易業とサービス業で全体の 8割超を占めた。インバウンド関連投

資（旅行業、商品買付け拠点、物流代行サービス等）が昨年度に引き続き活発であるとともに、台湾企業の進出が急増（27年度 1件、

28年度 6件）しているほか、日本の技術力を活用した「Made in Japan」製品製造のための研究開発や製造拠点設立の動きも見られた。 

また、外資系企業等進出促進補助金については、28年度の交付決定は 1件であった。 

 
*1 外資系企業進出支援事業･･･進出に要する経費の一部を負担軽減する制度。O-BICに登録されたサポート企業が行うサービスの提供で、本店又は支店の設置までに係る以下の経

費について、実費を限度に指定する額を支援。○登記に係る経費：1利用者当たり 10万円  ○在留資格の取得に係る経費：1利用者当たり 5万円 

*2 大阪ビジネス交流クラブ･･･これまで大阪進出支援を行った外資系企業等を対象に、進出企業相互及び進出企業と在阪企業との交流を促進する事業を実施。 

 

 

〔過去３年間の O-BIC誘致実績〕 ※平成 27年度より、「輸入製造販売」は製造を除き「貿易」に含む。 

平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

38件 46件 38件 

※上記件数のうち 

(ア)主な国・地域別件数 

①中国         17件 

②韓国         10件 

③英国          4件 

 (イ)主な業種、目的別件数 

①サービス    14件   

②輸入製造販売  13件 

③貿易         8件 

 

※上記件数のうち 

(ア)主な国・地域別件数 

①中国         31件 

②韓国          5件 

③米国          2件 

 (イ)主な業種、目的別件数 

①貿易      28件  

②サービス    12件 

③公的機関    3件 

 

※上記件数のうち 

(ア)主な国・地域別件数 

①中国         17件 

②韓国          9件 

③台湾          6件 

 (イ)主な業種、目的別件数 

①貿易      19件  

②サービス    13件 

③製造・研究開発 4件 
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（３）産業集積促進税制 

 
府内の産業集積を税制面から促進するため、市町村からの申請に基づき産業集積促進地域を指定し、市町村が税制等で優遇措置を

講じる場合に対象不動産の取得に係る不動産取得税の２分の１に相当する税額を軽減。 

 

   

対 象 地 域  産業集積促進地域（P15, 16参照） 

対象不動産 

各産業集積促進地域の指定公示日から平成 31年 3月 31日まで（地域の変更又は指定解除があった場合はその公示日ま
で）の対象期間中に、当該地域内において取得した工場、研究所、倉庫の家屋

＊１
又はその敷地である土地

＊２ 

 
＊１．対象家屋 
家屋は、自己の事業（風俗営業等及び風俗営業等に利用させる目的で不動産を貸し付ける事業を除く。）として工場、
研究所、倉庫の用に供するものに限る。なお、住宅を除く。 

 
①家屋を建築（新築、増築、改築）した場合は、対象期間中に建設の着手が行われた場合に限る。  
②建築以外（売買、交換、贈与等）の場合は、対象期間中に取得したものに限る。 
③倉庫は、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第二章の規定により臨港地区として定められた地区又は港湾法（昭和二十
五年法律第二百十八号）第三十八条の規定により港湾管理者が定めた地区に所在するものに限る。 
＊２．対象土地 
土地は、対象期間中に取得し、かつ、その取得の日の翌日から起算して１年以内に以下のいずれかが行われた場合に

限る。 
 
①当該土地を敷地とする対象家屋の建設（新築又は増築に限る。）の着手が行われた場合  
②対象家屋を取得（建築した場合を除く。）した場合 

 

対 象 者  

中小企業者（資本金の額又は出資の総額が１億円以下である会社及び個人をいう。）で、自己の事業の用に供するために対
象不動産を取得した方のうち、対象不動産の取得に関して市町村が講ずる優遇措置を受けた方 
※事業には、風俗営業等及び風俗営業等に利用させる目的で不動産を貸し付ける事業を除く。 
 

軽 減 額  対象不動産の取得に係る不動産取得税の 2分の１に相当する金額（上限：２億円） 
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◎不動産取得税の軽減実績 

 

 土  地 家  屋 計 

件 数 軽減額(円) 件 数 軽減額(円) 件 数 軽減額(円) 

14年度 1 498,800 3 13,345,600 4 13,844,400 

15年度 4 32,347,400 6 70,043,600 10 102,391,000 

16年度 9 13,174,900 13 36,045,600 22 49,220,500 

17年度 7 16,240,900 23 71,337,300 30 87,578,200 

18年度 12 19,094,400 34 187,526,100 46 206,620,500 

19年度 6 9,242,900 26 100,569,000 32 109,811,900 

20年度 11 24,035,700 22 93,838,400 33 117,874,100 

21年度 2 3,828,100 10 105,935,500 12 109,763,600 

22年度 11 16,527,600 30 824,979,200 41 841,506,800 

23年度 14 56,623,200 38 510,476,300 52 567,099,500 

24年度 5 6,644,200 13 243,988,100 18 250,632,300 

25年度 7 38,789,200 21 305,993,500 28 344,782,700 

26年度 7 8,377,700 19 72,810,000 26 81,187,700 

27年度 5 2,642,900 16 190,039,400 21 192,682,300 

28年度 3 823,400 8 4,188,100 11 5,011,500 

計 104 248,891,300 282 2,831,115,700 386 3,080,007,000 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 

不動産取得税は、土地、家屋を取得したときに課税される。 
【税率】４％（ただし、特例措置により取得した日に応じて、下表の税率が適用される。） 
 

                 種 類 

取得した日 

土地 家屋 

住宅 住宅以外 

平成 15年 4月 1日から平成 18年 3月 31日 ３％ ３％ ３％ 

平成 18年 4月 1日から平成 20年 3月 31日 ３％ ３％ 3.5％ 

平成 20年 4月 1日から平成 30年 3月 31日 ３％ ３％ ４％ 

 
 



（４）大阪府成長特区税制 
    

これまでの「特区税制」の事業認定期間が平成 27 年度末で満了となることから、「特区税制条例※1」を改正し、28 年 4 月からは、府独自で区

域を追加できるなど、取組を継続強化した「成長特区税制条例※2」に基づき、「成長特区税制」を創設。7 月には、吹田市及び摂津市からの申請

を受け、北大阪健康医療都市（健都）を対象地域として新たに指定した。 

28年度における成長特区税制の事業計画の認定件数は 1件で、これまでの認定総件数は 14件となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*1 大阪府国際戦略総合特別区域における産業集積の促進及び産業の国際競争力の強化に係る事業計画の認定並びに法人の府民税及び事業税並びに不動産取得税の課税の特例に関する条例 
*2 大阪府成長産業特別集積区域における成長産業の集積の促進及び国際競争力の強化に係る成長産業事業計画認定並びに法人の府民税及び事業税並びに不動産取得税の課税の特例に関する条例 

１０ 

◆大阪府が指定した成長特区地域に進出し、事業計画の認定を受け、新エネルギーやライフサイエンスに関する事業を行っ

た場合、大阪府税を軽減。 

【対象区域】 

夢洲・咲洲地区及び阪神港地区、大阪駅周辺地区、北大阪地区（彩都西部地区等）、関西国際空港地区、北大阪健康医療都市（健都） 

【対象事業】 

「新エネルギー分野」「ライフサイエンス分野」関係事業及び、両分野を支援する事業 

 ※「関西イノベーション国際戦略総合特区」の取組と関連のあるものに加えて、水素関連、健康関連事業を追加。 

【対象税目・軽減内容】 

法人府民税・法人事業税：府外から特区に新たに進出の場合 5年間ゼロ＋5年間 1／2（最大の場合） 

 ※府内から特区に新たに進出の場合、従業者数の増加割合に応じて軽減。 

不動産取得税：事業計画申請後に取得し、計画認定後 3年以内に共用開始した成長産業事業用不動産にかかる取得税がゼロ（最大の

場合） 

【事業計画の認定方法・期間】 

方 法：事業者作成の「事業計画」について審査会の意見を聞いた上で知事が認定 

【軽減措置の認定手続】 

「事業計画」認定事業者が毎年度実績報告書を提出し、その内容を知事が認定 

 （不動産取得税の軽減措置は、自己の認定成長産業事業の用に 1年以上供した場合に、報告書を提出し、その内容を知事が認定） 

制 度 の 概 要 



 

◎平成 28年度特区進出等計画認定事業者一覧 

 

 

（５）地方拠点強化税制 
    

  地域再生法の一部を改正する法律(平成 27年 8月 10日施行)により措置。 

  安定した良質な雇用の創出を通じて地方へ新たなひとの流れを生み出すことを目的に、東京 23 区から本社機能を地方に移転する事業者

や既に地方に立地する事業者が、本社機能を拡充する場合、国が法人税等の軽減等を図るもの。 

大阪府においては、内閣総理大臣から地域再生法に基づく「地域再生計画」の認定を受けた。（H27.10.2認定、H28.3.15変更認定） 

 
〔制度の概要〕 

対象 認定条件 特例措置 

本社機能(事務所、研究所、研
修所)を移転拡充する企業 

・地域再生計画に記載された地
域に、本社機能の新増設、賃貸
借、用途変更をし、整備が行わ
れること 
・本社機能において従業員数が
10 人(中小企業者 5 人)以上増加
すること 等 

・取得した建物の資産に係る法人税等の特別償却又は税
額控除いずれかの適用 
・本社機能において新たに雇い入れた従業員等に係る法
人税等の税額控除の適用 
・中小企業基盤整備機構の債務保証 

 

 〔大阪府地域地方活力向上特定業務施設整備促進プロジェクト〕 

  （目的）企業の地方拠点の形成・強化を支援し、地域における就労機会の創出等を図る。 

  （区域）府内３２市９町１村 

      市街化区域の住居専用地域を除く地域を基本とする。 

大阪市の全域、堺市・守口市・東大阪市の一部地域は対象外。 

企業名 事業予定地 事業概要 

富山産業株式会社 大阪市住之江区南港北 1丁目 

医薬品の開発や承認申請に必要な溶出試験について、国の研究機関等

と連携して生体内での経口固形製剤の崩壊・溶出・吸収のメカニズムを

模した試験法を開発し、併せて試験機器の開発を行う 
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（６）産業立地促進融資 

 
  大阪府内の産業拠点への立地に際し必要な資金供給のため、府が融資実行額等に応じて資金を預託することにより、金融機関が低利で融資

する制度。（新規貸付は、平成 23年度で終了。） 

 

 産業拠点、立地場所 対象となる施設 融資限度額 融資利率 融資期間 

１ 彩都ライフサイエンスパーク 

〔茨木市〕 

研究・研修施設及びその管理と密接に関

連を有するものとして知事が認める施設 

設備資金 10億円 

運転資金 5,000 万円  

（ただし、 

合計額 10億円） 

1.6％ 
(新規貸付

終了時点

における

融資利率) 

設備資金 15年以内 

 

運転資金 7年以内 ２ りんくうタウン(商業業務ゾーン) 

〔泉佐野市〕 

業務管理(本支店、営業拠点)、企画・展

示機能を有するものとして知事が認める

施設 

３ 

 

津田サイエンスヒルズ〔枚方市〕 

りんくうタウン(産業用地) 

〔泉佐野市・田尻町・泉南市〕 

阪南スカイタウン〔阪南市〕 

ちきりアイランド〔岸和田市〕 

住之江区平林北地区〔大阪市〕 

堺浜南地区〔堺市〕 

堺市築港新町二丁中地区〔堺市〕 

岬町多奈川地区多目的公園事業活動ゾーン 

〔岬町〕 

工場等及び研究・開発機能を有するもの

として知事が認める施設 

 

 ◎平成 28年度末 融資残高：  １４億３，８９１万円（１３社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 



（７）企業立地促進法に基づく支援 
（正式名称：企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律） 

 

  ◎法律の流れ 
国が策定する ①基本方針 に基づき、都道府県と市町村が ②地域産業活性化協議会 での協議を経て、 

 ③基本計画 を作成し、主務大臣に協議し、国の同意を得る。 

事業者が、同意された基本計画に定められた区域で企業立地又は事業高度化を行う場合、それぞれ 

④企業立地計画  ⑤事業高度化計画 を作成し、都道府県知事に対し承認申請し、承認されると、 

当該計画に基づいて、日本政策金融公庫による低利融資等の各種支援措置が受けられる制度。 

 

  注）平成 29年 7月 31日に改正法である「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に 

    関する法律（略称：地域未来投資促進法）」が施行されたことに伴い、改正前法に基づく新たな 

    基本計画の策定及び事業者からの企業立地計画、事業高度化計画の申請受付は終了。 

 

府域では、28年度末時点で以下の地域の基本計画について、国の同意を得ている。 

〔平成 23年度〕 

○ 岬町地域基本計画（※29年 3月 31日に計画期間満了） 

（集積区域：「岬町多奈川臨海地区」、「岬町多奈川地区多目的公園（事業活動ゾーン）」を中心とする岬町全域） 

24年 2月に国の同意を得て、低炭素社会に貢献する省エネルギーや自然・再生可能エネルギーの活用等を含めた「環境配慮型・低炭素関

連産業」や自然環境等の地域資源や魅力を活かした「地域資源活用型産業」の集積を図り、地域の活性化を進めていくこととした。 

計画期間満了時点で、「多奈川地区多目的公園（事業活動ゾーン）」については、企業誘致が完了した。 

 

       〔平成 25年度〕 

○  堺・高石臨海地域基本計画 

（集積区域：堺市全域及び高石市の臨海部） 

     24年度末に終期を迎えた臨海部の基本計画の指定集積区域を堺市全体に拡大するとともに、協議会に堺商工会議所・堺市産業振興センタ

ー・㈱さかい新事業創造センターが新たに参画することにより、イノベーション創造機能の強化を図り、更なる産業集積と高度化の推進

をめざし再出発を図った。 

  

○  大阪北部産業集積形成基本計画 

（集積区域：国際文化公園都市「彩都（西部地区ライフサイエンスパーク・施設導入地区及び中部地区）」、箕面船場地域、吹田操車場

跡地「医療健康及び教育文化創生ゾーン」、江坂をはじめとする吹田西部・南部地域、国立循環器病研究センター、国立大学法人大阪大

学吹田キャンパス） 
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19年度策定の「大阪北部（吹田、茨木）産業集積形成基本計画」の計画期間満了（25年 3月 31日）に伴い、25年 4月 1日付け計画の更

新を行った（一部地域を追加）。 

 

○  岸和田市基本計画 

（集積区域：岸和田市の臨海部及び岸和田工業センター、岸和田市の丘陵部） 

25年 4月に国の同意を得て、既存産業の素材・部品分野を強化し「素材型産業」の形成や高度化・製品の付加価値化を促進するとともに、

ちきりアイランド（阪南 2区）等への企業誘致を推進し、保管施設用地の物流拠点形成をめざしていくこととした。また、26年 4月及び

27年 2月に国の同意を得て、区域を丘陵地区等にも拡大した。 

〔平成 26年度〕 

○ けいはんな地域広域基本計画 

（集積区域：大阪府（枚方市、四條畷市、交野市）、京都府（京田辺市、木津川市、精華町）、奈良県（奈良市、生駒市）） 

21年度策定の「けいはんな地域広域基本計画」の計画期間満了（26年 3月 31日）に伴い、26年 4月 1日付け計画の更新を行った。 

 

 

＜大阪府域における企業立地計画等承認状況＞ 

 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

承認件数 ４ ７ ７ １１ １１ 

 企業立地計画 ２ ３ ５ ９ １１ 

事業高度化計画 ２ ４ ２ ２ ０ 
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＜別表＞ 産業集積促進地域の指定状況 （平成 29年 3月末現在） 

市町村 名称 指定公示日 

堺市 

○堺市臨海部工業専用地域等地区 

（匠町の追加及び築港新町ニ丁の一部から築港新町ニ丁への変更について平成 25年 5月 9日に告示）    

平成 19年 10月 2日 

平成 25年 5月 9日 

○堺市大和川南岸工業地域地区  ○堺市遠里小野工業地域地区 ○堺市大仙西町工業地域地区 

○堺市石津北町工業地域地区     ○堺市中区工業地域地区   ○堺市毛穴工業地域地区 

○堺市東区・北区工業地域地区  ○堺市西区工業地域地区   ○堺市鳳南町工業地域地区 

○堺市西区南部工業地域地区     ○堺市美原区工業地域地区    ○堺市美原区木材団地工業専用地域地区 

平成 24年 6月 22日 

岸和田市 

○岸和田市磯上工業地域地区 ○岸和田市木材コンビナート地区 ○岸和田市鉄工団地地区 

○岸和田市岸和田漁港地区  ○岸和田市地蔵浜工業専用地域地区  
平成 21年 4月 1日 

○岸和田市岸之浦町ちきりアイランド地区  平成 25年 4月 12日 

○岸和田市岸之浦町ちきりアイランド保管施設用地地区 平成 25年 8月 16日 

○岸和田市岸之浦町ちきりアイランド第 2期製造業用地地区  平成 27年 10月 30日 

○岸和田市岸和田丘陵地区 平成 27年 3月 6日 

豊中市 
○豊中市豊南町工業地域地区     ○豊中市庄内南工業地域地区  ○豊中市島江･庄内宝町工業地域地区 

○豊中市二葉･大島町工業地域地区 ○豊中市神崎川南工業地域地区  
平成 20年 8月 1日 

吹田市 
○吹田市芳野町工業地域地区  ○吹田市江の木町工業地域地区 ○吹田市南吹田工業地域地区 

○吹田市西御旅町及び東御旅町工業地域地区  
平成 25年 9月 19日 

泉大津市 ○堺泉北港助松埠頭総合物流情報センター等地区   ○堺泉北港汐見沖地区  ○泉大津旧港地区 平成 26年 5月 9日 

高槻市 
○高槻市宮田町一丁目工業地域地区 ○高槻市幸町・朝日町工業地域地区  

○高槻市桜町・明田町工業地域地区 ○高槻市南庄所町・下田部町工業地域地区 
平成 21年 4月 1日 

貝塚市 ○貝塚市二色南町地区 ○貝塚市新貝塚埠頭地区  平成 25年 4月 24日 
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枚方市 

○枚方市枚方企業団地地区   ○枚方市大阪紳士服団地地区      ○枚方市中部工業地域地区 

○枚方市堂山東工業地域地区  ○枚方市中南部工業専用地域地区   ○枚方市中南部工業地域地区 

○枚方市出口・中振工業地域地区   

平成 20年 1月 7日 

○枚方市津田サイエンスヒルズ地区      
平成 20年 5月 1日 

平成 28年 9月 14日 

八尾市 

○八尾市竜華地区周辺工業専用等地域 ○八尾市竜華地区周辺工業地域 ○八尾市八尾空港周辺工業地域 

○八尾市上尾町地区周辺工業地域   ○八尾市渋川町２丁目工業地域 ○八尾市二俣工業地域  

○八尾市相生・天王寺屋周辺工業地域   

平成 19年 10月 2日 

大東市 ○大東市西部工業地域地区   平成 22年 4月 1日 

和泉市 ○テクノステージ和泉工業地域地区  ○トリヴェール和泉西部ブロック地区  平成 25年 9月 30日 

高石市 ○高石市臨海部工業専用地域等地区  
平成 19年 10月 2日 

平成 21年 7月 1日 

東大阪市 

○東大阪市新町･宝町工業地域地区 ○東大阪市加納工業専用地域地区 

○東大阪市水走･川田工業地域地区 ○東大阪市加納工業地域地区     ○東大阪市岩田工業地域地区 

○東大阪市西岩田工業地域地区   ○東大阪市稲田新町工業地域地区  ○東大阪市高井田工業地域地区 

○東大阪市柏田西工業地域地区   

平成 19年 11月 22日 

平成 28年 10月 14日 

泉南市 ○泉南市りんくうタウン南・中地区     平成 25年 4月 12日 

阪南市 ○阪南市桃の木台阪南スカイタウン地区   平成 25年 4月 19日 

田尻町 ○田尻町りんくうタウン中・北地区    平成 25年 11月 21日 

岬町 ○岬町多奈川臨海地区  ○岬町多奈川地区多目的公園事業活動ゾーン地区  平成 25年 4月 12日 

※平成 29 年 7 月 25 日付けで河内長野市において４地区（○河内長野工業団地地区 ○河内長野市木戸西町工業地域地区 ○河内長野市楠町東工

業地域地区 ○河内長野市菊水町・向野町工業地域地区）を指定。 
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